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1.  平成24年3月期の連結業績（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期 11,771 ― 160 ― 108 ― 200 ―

23年3月期 ― ― ― ― ― ― ― ―

（注）包括利益 24年3月期 298百万円 （―％） 23年3月期 ―百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

24年3月期 4.59 ― 3.1 0.6 1.4
23年3月期 ― ― ― ― ―

（参考） 持分法投資損益 24年3月期  13百万円 23年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年3月期 17,522 6,529 37.3 159.09
23年3月期 ― ― ― ―

（参考） 自己資本   24年3月期  6,529百万円 23年3月期  ―百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

24年3月期 993 △243 △591 2,549
23年3月期 ― ― ― ―

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年3月期 ― ― ― ― ― ― ― ―

24年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

25年3月期(予想) ― 0.00 ― 0.00 0.00 ―

3. 平成25年 3月期の連結業績予想（平成24年 4月 1日～平成25年 3月31日） 
 

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 7,000 41.7 △300 ― △200 ― 400 △40.3 8.83
通期 18,000 52.9 300 87.5 200 85.2 100 △50.0 2.21



※  注記事項 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 無

② ①以外の会計方針の変更  ： 無

③ 会計上の見積りの変更  ： 無

④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年3月期 46,184,502 株 23年3月期 ― 株

② 期末自己株式数 24年3月期 5,142,322 株 23年3月期 ― 株

③ 期中平均株式数 24年3月期 43,678,576 株 23年3月期 ― 株

（参考）個別業績の概要 

平成24年3月期の個別業績（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期 180 ― 10 ― △8 ― △9 ―

23年3月期 ― ― ― ― ― ― ― ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

24年3月期 △0.21 ―

23年3月期 ― ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年3月期 4,875 4,662 95.6 113.61
23年3月期 ― ― ― ―

（参考） 自己資本 24年3月期  4,662百万円 23年3月期  ―百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
・この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終
了していません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資
料P.2「経営成績に関する分析 2 次期の見通し」をご覧ください。 
・連結業績予想の数値は、平成24年４月1日付けで経営統合しました羽田コンクリート工業株式会社の売上高等も含み記載しております。 
・当社は、平成23年４月１日に株式会社ハネックスと日本ゼニスパイプ株式会社が経営統合し、両社を完全子会社とする共同持株会社として設立されました。こ
の結果、当連結会計年度が第1期となるため、前期実績はありません。 
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①当期の経営成績 
当連結会計年度におけるわが国経済は、昨年３月に発生した東日本大震災後の落ち込みから夏場にか

けて持ち直しましたが、その後、欧州の債務問題の深刻化、円高の長期化、更にはタイの洪水被害など
の影響から回復ペースは大きく鈍化しました。今後も、電力供給問題による混乱などを抱え、先行懸念
材料の払拭には至っておりません。 
 このような状況下、当社グループは、東日本の復興に向けて被害状況の調査とその対策を提案すると
共に、従来より取り組んできた雨水排水や地震対策などの都市防災・ライフラインの再構築関連分野
や、落石防護柵等の防災関連分野に注力してまいりました結果、連結売上高は11,771百万円となりまし
た。 
 利益面につきましては、コンクリート製品が全体的に伸び悩んだものの、防災関連として落石防護柵
の需要増加や工場の統廃合による製造原価低減効果などにより、連結営業利益160百万円、連結経常利
益108百万円となりました。また、特別利益として経営統合に伴う負ののれん発生益918百万円及び特別
損失として減損損失863百万円を計上した結果、連結当期純利益は200百万円となりました。 
 なお、当社は昨年４月１日に経営統合により設立された持株会社であり、当連結会計年度が第１期と
なるため、前期実績はありません。従って、前年同期比の表示は記載しておりません。 
セグメント業績を示すと、次のとおりであります。 

（コンクリート等製品事業） 
円形マンホール「ユニホール」やヒューム管等遠心力締固めコンクリート製品につきましては、ガ

ラス繊維鉄筋コンクリート管「セミシールドパイプSSP」など一部製品の価格が比較的堅調であった
ものの、全体的には需要の減少が大きかったことに加え販売価格も弱含みに推移し、売上高は4,997
百万円となりました。 
ボックスカルバート等振動締固めコンクリート製品につきましては、箱型マンホール「エスホー

ル」やエレベーター部材「ラクシス」が比較的好調であったものの、主力である「ボックスカルバー
ト」が伸び悩んだため、売上高は2,136百万円となりました。 
防災製品につきましては、斜面防災用の「PUC受圧板」は減少したものの、落石防護柵である「ル

ープフェンス」や「MJネット」が大幅に伸びたため、売上高は804百万円となりました。 
その他、商品売上2,267百万円を合わせまして、当連結会計年度におけるコンクリート等製品事業

の売上高は10,205百万円、営業利益は606百万円となりました。 

（セラミック事業） 
セラミック事業につきましては、比較的堅調に推移し、売上高は953百万円、営業利益は82百万円

となりました。 

（工事事業） 
工事事業につきましては、コンクリート製品の据付工事及び防災工事共に伸びず、売上高は287百

万円、営業損失は73百万円となりました。 

（その他事業） 
その他事業につきましては、工事資材事業が堅調に推移したものの、RFID事業が震災に伴う投資計

画の先送りなどの動きから伸び悩み、売上高は325百万円、営業利益は25百万円となりました。 
  

②次期の見通し 
今後の見通しにつきましては、世界的な景気の減速懸念に加え、原油価格の高止まり、円高の長期

化、電力供給事情の不安定要素など不透明な経営環境が予想されます。また、逼迫する財政事情から、
公共事業は、復興事業など一部を除いて減少傾向が続く見通しであり、当社グループの次期経営環境も
引き続き厳しい状況が見込まれます。 
 このような中、当社グループは、本年4月1日に経営統合しました羽田コンクリート工業株式会社を含
めた、グループ内の生産拠点や営業拠点の統合などを通じ、効率的な生産体制の構築と製品供給力の拡
大に努めてまいります。 
  
  

１．経営成績

(1) 経営成績に関する分析
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①資産、負債及び純資産の状況 
（資産） 

当連結会計年度末における総資産は17,522百万円となりました。うち、流動資産は10,015百万円、
固定資産は7,507百万円であります。 
流動資産の主な内容といたしましては、現金及び預金2,605百万円、受取手形及び売掛金4,926百万

円、商品及び製品1,987百万円であります。 
固定資産の主な内容といたしましては、有形固定資産6,598百万円、投資その他の資産793百万円で

あります。 
（負債） 

当連結会計年度末における総負債は10,993百万円となりました。うち、流動負債は6,522百万円、
固定負債は4,471百万円であります。 
流動負債の主な内容といたしましては、支払手形及び買掛金2,518百万円、短期借入金2,426百万円

であります。 
固定負債の主な内容といたしましては、長期借入金2,202百万円、退職給付引当金943百万円であり

ます。 
（純資産） 

当連結会計年度末における純資産は6,529百万円となりました。なお、自己資本比率は37.3％、１
株当たり純資産額は159.09円となりました。 

  

②キャッシュ・フローの状況 
当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、2,549百万円となりまし

た。 
 当連結会計年度に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動により得られた資金は993百万円となりました。これは主に、負ののれん発生益918百万円
及び減損損失863百万円等によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
投資活動により使用した資金は243百万円となりました。これは主に、有形固定資産の取得による

支出236百万円及び定期預金の増減による増加50百万円等によるものです。 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動により使用した資金は591百万円となりました。これは主に、長期借入金の返済による支
出690百万円及び長期借入による収入730百万円等によるものです。 
  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
・自己資本比率：自己資本/総資産 
・時価ベースの自己資本比率：株式時価総額/総資産 
・キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債/キャッシュ・フロー 
・インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー/利払い 
（注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。 
（注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。 
（注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しています。 
（注４）有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象として

います。 

  

利益配分につきましては、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、
業績に裏付けられた成果の配分として、安定した配当を継続していくことを基本方針としております。
 この基本方針に基づき、当期・次期の配当につきましては、長期的な競争力の強化と、生産・営業拠
点の統合など企業価値向上のための内部留保を確保いたしたく、誠に遺憾ながら見送らせていただきた
いと存じます。 

  

(2) 財政状態に関する分析

平成24年3月期

自己資本比率（％） 37.3

時価ベースの自己資本比率（％） 29.5

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） 5.5

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 6.5

(3) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当
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当社グループの経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性のあるリスクについて、投資家の判断に
重要な影響を及ぼす可能性があると考えられる主な事項を記載しております。 
なお、文中における将来に関する事項につきましては、当連結会計年度の末日現在において当社グルー

プが判断したものであります。 
 ①経営統合について 

当社グループは、早期に統合の実を挙げるべく、生産・販売拠点の統合や販売面における連携強化を
進めております。また、本年４月には、株式交換方式により羽田コンクリート工業株式会社と経営統合
しており、今後は同社も含めた連携強化を図ってまいりますが、当初期待した統合効果を十分に発揮で
きないことにより、結果として当社グループの財政状態及び業績に重大な悪影響を及ぼす恐れがありま
す。統合効果の十分な発揮を妨げる要因として、以下が考えられますが、これらに限りません。 
・組織体系の相違等から、合理化等に時間を要するリスク。 
・生産部門、販売部門及び管理部門の迅速かつ効率的な一元化による、コスト削減・戦略的マーケテ
ィング・新規研究開発等の統合シナジー効果が、想定以上の時間を要するリスク。 

・情報システムの統合による、合理化・効率化に想定以上の時間を要し、想定外の追加費用等が発生
するリスク。 

 ②公共事業への売上依存度が高いことについて 
当社グループの主要業務である防災製品を含めたコンクリート等製品事業につきましては、その大部

分を政府並びに地方自治体の政策によって決定される公共事業に依存しております。そのため、今後の
公共事業の規模及びその予算の配分内容によりましては、当社グループの業績に影響が及ぶ可能性があ
ります。 

 ③価格競争について 
ここ数年、公共事業の抑制に伴い個々の製品ではバラツキがあるものの、全体としての需要量は減少

傾向にあり、その中で各社の受注競争は厳しさを増してきております。そのため、価格競争によりまし
ては当社グループの業績に影響が及ぶ可能性があります。 

 ④主要原材料の購入価格変動リスクについて 
コンクリート製品の主要原材料であるセメント及び鋼材並びに燃料である石油の価格変動によりまし

ては、当社グループの業績に影響が及ぶ可能性があります。 
 ⑤貸倒損失の発生について 

当社グループが取扱うコンクリート製品、防災製品及び工事事業に関する業界は、公共事業が引き続
き縮減傾向にあることから、債権の貸倒発生により損益に影響が及ぶ可能性があります。 

 ⑥金利の上昇について 
金利水準の上昇が支払利息の増加として、当社グループの業績に影響が及ぶ可能性があります。 

  

  

  

  

(4) 事業等のリスク
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当社グループは当社（純粋持株会社）、連結子会社６社及び関連会社１社で構成され、コンクリート二
次製品の製造・販売、これらの製品の据付をはじめとする各種土木工事、さらにニューセラミック製品の
製造・販売並びに賃貸等の事業を展開しております。 
当社グループの事業に係わる位置付け及びセグメントとの関連は、次のとおりであります。 
なお、セグメントと同一の区分であります。 

（コンクリート等製品事業） 
マンホール、ヒューム管、ボックスカルバート等のコンクリート製品及び各種落石防護柵等の防災製
品の製造・販売並びにその関連商品の販売を行っております。 
（主な関係会社）㈱ハネックス、日本ゼニスパイプ㈱、北関コンクリート工業㈱ 

（セラミック事業） 
電子部品及び半導体装置関連部品・摺動部品等のニューセラミック製品の製造・販売を行っておりま
す。 
（主な関係会社）㈱ウイセラ 

（工事事業） 
コンクリート製品及び防災製品の据付工事を行っております。 
（主な関係会社）日本ゼニスパイプ㈱、ゼニス建設㈱ 

（その他事業） 
機器レンタル及び資材販売、RFID（非接触ICタグ）の販売及び不動産の賃貸を行っております。 
（主な関係会社）㈱ハネックス、日本ゼニスパイプ㈱、㈱ハネックスロード、㈱エヌエクス 

  
事業の系統図は次のとおりであります。 
  

  

  

２．企業集団の状況

ゼニス羽田㈱(5289)平成24年3月期　決算短信

5



当社グループは、下水道事業及び防災事業等を通じ、快適で豊かな生活とより安全な環境整備に寄与
するとともに、新技術開発による新たな価値の創造や事業分野の拡大を図ることにより、持続的な成長
を目指してまいります。 

  

当社グループは、収益性と経営の効率性の向上に邁進する考えであり、経営指標として「株主資本当
期純利益率（ＲＯＥ）」を目標数値とし、常に収益の改善に努め、コストの削減意識をもって企業経営
に取り組んでまいります。 

  

当業界は、公共事業の抑制や下水道普及率の向上による総需要の減少傾向から依然として厳しい経営
環境下にあります。一方、近年、ゲリラ型集中豪雨対策・下水道管路の老朽化・耐震化対策など新たな
社会的要請が提起され、新製品の開発や新しい技術の提供が求められるなど当業界を巡る状況は大きく
変化しつつあります。このような認識の下、平成23年4月1日に株式会社ハネックスと日本ゼニスパイプ
株式会社は経営統合し、共同持株会社「ゼニス羽田株式会社」を設立いたしました。平成24年4月1日に
はその傘下に羽田コンクリート工業株式会社を加え、新たな企業グループとなったものであります。３
社はそれぞれ、当業界において永年の業歴を有する企業であり、これまで培った技術力・ノウハウを結
集し、革新的な発想と新技術の開発により、新たな要請に応えてまいります。 
  

当社グループが属するコンクリート二次製品業界は、公共事業の縮減傾向が続く中で需給のアンバラ
ンス解消には至っておらず、いずれ業界の淘汰・再編が不可避であると認識しております。 
 当社グループとしては、共同持株会社である当社（ゼニス羽田株式会社＝完全親会社）を中心とし、
傘下の完全子会社である株式会社ハネックス・日本ゼニスパイプ株式会社・羽田コンクリート工業株式
会社の３社について、工場再編を含めた生産の最適化および原材料の共同購買による製造原価の低減、
人材およびノウハウの相互活用による営業力強化に取り組み、業績向上に邁進してまいります。 
  

３．経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 目標とする経営指標

(3) 中長期的な会社の経営戦略

(4) 会社の対処すべき課題
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４．連結財務諸表
(1)連結貸借対照表

(単位：千円)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,605,211

受取手形及び売掛金 ※3, ※5, ※6 4,926,561

未成工事支出金 22,870

商品及び製品 1,987,385

仕掛品 120,552

原材料及び貯蔵品 241,327

繰延税金資産 2,511

その他 203,980

貸倒引当金 △95,144

流動資産合計 10,015,256

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※3 5,154,485

減価償却累計額 △3,733,098

建物及び構築物（純額） 1,421,386

機械装置及び運搬具 ※3 5,671,770

減価償却累計額 △5,464,727

機械装置及び運搬具（純額） 207,042

工具、器具及び備品 2,099,271

減価償却累計額 △1,979,662

工具、器具及び備品（純額） 119,608

土地 ※2, ※3 4,748,680

リース資産 266,965

減価償却累計額 △169,630

リース資産（純額） 97,334

建設仮勘定 4,435

有形固定資産合計 6,598,488

無形固定資産

のれん 61,848

その他 54,003

無形固定資産合計 115,851

投資その他の資産

投資有価証券 ※1, ※3 508,577

長期貸付金 70,170

繰延税金資産 3,396

その他 335,796

貸倒引当金 △124,903

投資その他の資産合計 793,037

固定資産合計 7,507,377

資産合計 17,522,633
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(単位：千円)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※6 2,518,084

短期借入金 ※3, ※7 2,426,592

1年内返済予定の長期借入金 ※3 795,492

1年内償還予定の社債 120,000

リース債務 67,090

未払法人税等 34,877

賞与引当金 69,588

その他 ※6 490,385

流動負債合計 6,522,110

固定負債

社債 10,000

長期借入金 ※3 2,202,766

リース債務 178,478

繰延税金負債 115,304

退職給付引当金 943,053

役員退職慰労引当金 178,320

再評価に係る繰延税金負債 ※2 688,578

負ののれん 54,186

その他 100,313

固定負債合計 4,471,001

負債合計 10,993,111

純資産の部

株主資本

資本金 2,000,000

資本剰余金 500,000

利益剰余金 3,177,909

自己株式 △383,520

株主資本合計 5,294,389

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 52,961

土地再評価差額金 ※2 1,182,171

その他の包括利益累計額合計 1,235,133

純資産合計 6,529,522

負債純資産合計 17,522,633
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(2)連結損益計算書及び連結包括利益計算書
連結損益計算書

(単位：千円)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

売上高 11,771,714

売上原価 ※1, ※3 9,437,065

売上総利益 2,334,648

販売費及び一般管理費 ※2, ※3 2,174,059

営業利益 160,589

営業外収益

受取利息 1,085

受取配当金 14,270

持分法による投資利益 13,567

負ののれん償却額 12,041

受取ロイヤリティー 23,964

貸倒引当金戻入額 4,465

その他 100,024

営業外収益合計 169,417

営業外費用

支払利息 153,365

創立費償却 15,390

貸倒引当金繰入額 18,892

その他 33,724

営業外費用合計 221,371

経常利益 108,635

特別利益

固定資産売却益 ※4 34,362

負ののれん発生益 918,038

段階取得に係る差益 23,480

その他 5,882

特別利益合計 981,763

特別損失

固定資産売却損 ※5 11,349

固定資産除却損 ※6 10,021

たな卸資産評価損 20,741

経営統合関連費用 5,299

過年度退職給付費用 11,799

工場閉鎖費用 2,157

減損損失 ※7 863,908

その他 4,059

特別損失合計 929,335

税金等調整前当期純利益 161,063

法人税、住民税及び事業税 38,219

法人税等調整額 △77,552

法人税等合計 △39,332

少数株主損益調整前当期純利益 200,395

当期純利益 200,395
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連結包括利益計算書
(単位：千円)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 200,395

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 10,600

繰延ヘッジ損益 9,888

土地再評価差額金 77,276

その他の包括利益合計 ※1 97,764

包括利益 298,160

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 298,160

少数株主に係る包括利益 －

ゼニス羽田㈱(5289)平成24年3月期　決算短信

10



(3)連結株主資本等変動計算書
(単位：千円)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 －

当期変動額

株式移転による増加 2,000,000

当期変動額合計 2,000,000

当期末残高 2,000,000

資本剰余金

当期首残高 －

当期変動額

株式移転による増加 500,000

当期変動額合計 500,000

当期末残高 500,000

利益剰余金

当期首残高 －

当期変動額

株式移転による増加 2,846,157

当期純利益 200,395

土地再評価差額金の取崩 131,356

当期変動額合計 3,177,909

当期末残高 3,177,909

自己株式

当期首残高 －

当期変動額

株式移転による増加 △326,782

自己株式の取得 △56,738

当期変動額合計 △383,520

当期末残高 △383,520

株主資本合計

当期首残高 －

当期変動額

株式移転による増加 5,019,375

当期純利益 200,395

自己株式の取得 △56,738

土地再評価差額金の取崩 131,356

当期変動額合計 5,294,389

当期末残高 5,294,389
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(単位：千円)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 －

当期変動額

株式移転による増加 42,361

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

10,600

当期変動額合計 52,961

当期末残高 52,961

繰延ヘッジ損益

当期首残高 －

当期変動額

株式移転による増加 △9,888

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

9,888

当期変動額合計 －

当期末残高 －

土地再評価差額金

当期首残高 －

当期変動額

株式移転による増加 1,236,251

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△54,080

当期変動額合計 1,182,171

当期末残高 1,182,171

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 －

当期変動額

株式移転による増加 1,268,724

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△33,591

当期変動額合計 1,235,133

当期末残高 1,235,133

純資産合計

当期首残高 －

当期変動額

株式移転による増加 6,288,100

当期純利益 200,395

自己株式の取得 △56,738

土地再評価差額金の取崩 131,356

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △33,591

当期変動額合計 6,529,522

当期末残高 6,529,522
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(4)連結キャッシュ・フロー計算書
(単位：千円)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 161,063

減価償却費 570,404

減損損失 863,908

のれん償却額 20,616

負ののれん償却額 △12,041

負ののれん発生益 △918,038

貸倒引当金の増減額（△は減少） △15,686

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,793

退職給付引当金の増減額（△は減少） △14,222

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △19,050

工場閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） △38,475

受取利息及び受取配当金 △15,355

支払利息 153,365

持分法による投資損益（△は益） △13,567

為替差損益（△は益） 1,620

固定資産除売却損益（△は益） △12,991

投資有価証券売却損益（△は益） △2

売上債権の増減額（△は増加） 102,531

たな卸資産の増減額（△は増加） 296,074

仕入債務の増減額（△は減少） △9,285

その他 67,141

小計 1,169,801

利息及び配当金の受取額 20,355

利息の支払額 △153,138

法人税等の支払額 △43,289

営業活動によるキャッシュ・フロー 993,729

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） △50,000

有価証券の取得による支出 △40,068

有価証券の売却による収入 4,286

有形固定資産の取得による支出 △236,325

有形固定資産の売却による収入 66,740

無形固定資産の取得による支出 △10,795

貸付けによる支出 △4,780

貸付金の回収による収入 9,270

その他 18,246

投資活動によるキャッシュ・フロー △243,427

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △249,408

長期借入れによる収入 730,000

長期借入金の返済による支出 △690,758

社債の償還による支出 △270,000

リース債務の返済による支出 △54,922

自己株式の取得による支出 △56,737

財務活動によるキャッシュ・フロー △591,826

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,620

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 156,855

現金及び現金同等物の期首残高 2,392,856

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 2,549,711
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 該当事項はありません。 

(5)継続企業の前提に関する注記

(6)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

1．連結の範囲に関する事項

（1）連結子会社の数  ６社

（2）主要な連結子会社の名称  

株式会社ハネックス、日本ゼニスパイプ株式会社、株式会社ウイセラ、 

北関コンクリート工業株式会社、ゼニス建設株式会社、株式会社ハネックス・ロード

（3）主要な非連結子会社の名称 

株式会社新生産業、ゼニス羽田テクノ株式会社

連結の範囲から除いた理由 

 非連結子会社２社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余

金（持分に見合う額）等は、連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

2．持分法の適用に関する事項

（1）持分法を適用した関連会社数  １社

（2）会社等の名称 

株式会社エヌエクス

（3）持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等の名称 

株式会社新生産業、ゼニス羽田テクノ株式会社

持分法を適用しない理由 

 持分法を適用していない会社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除

外しております。

3．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

4．会計処理基準に関する事項

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

② たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資産 

 評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

ａ 商品、製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品

総平均法

ｂ 未成工事支出金

個別法

③ デリバティブ取引により生ずる債権及び債務

時価法

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

ａ 定率法によっております。ただし、平成10年４月以降に取得した建物（建物附属設備は除く）に

ついては、定額法を採用しております。

ｂ 取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、一括償却資産として、３年間で

均等償却する方法によっております。

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。
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③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

 リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によっております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前

のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

④ 長期前払費用

定額法によっております。 

なお、主な償却期間は、５年であります。

（3）重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に見合う

分を計上しております。

③ 退職給付引当金

 連結子会社の従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額（日本ゼニスパイプ株式会社は簡便法）に基づき計上しております。 

 数理計算上の差異及び過去勤務債務の費用処理については、発生時の連結会計年度に費用処理し

ております。

④ 役員退職慰労引当金

 一部の連結子会社においては、役員の退職慰労金の支払いに充てるため、内規に基づく連結会計

年度末要支給額の全額を計上しておりましたが、平成22年6月25日開催の定時株主総会において役員

退職慰労金制度に伴う打ち切り支給が決議されました。 

 なお、当該制度廃止までの在任期間に対応する打ち切り支給見込額については、役員退職慰労引

当金に計上しております。

（4）重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高の計上は、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事につ

いては工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準

を適用しております。

（5）重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

 繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例

処理によっております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…………金利スワップ取引

ヘッジ対象…………借入金の変動金利

③ ヘッジ方針

 金利スワップ取引は、借入金の変動金利が将来上昇した場合における変動リスクを回避することを

目的に行っており、投機目的の取引は行わない方針であります。

④ ヘッジ有効性評価の方法

 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計との比

較（比率分析）によっております。

（6）のれんの償却方法及び償却期間

のれん及び平成23年３月31日以前に発生した負ののれんは、20年以内の合理的な償却期間を設定し定

額法により償却しております。

（7）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。

（8）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

① 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。

② 連結納税制度の適用

 当社及び一部の連結子会社は、平成24年３月期より連結納税制度を適用しております。 

 また、当連結会計年度より「連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い

（その１）」（実務対応報告第５号）及び「連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関する当

面の取扱い（その２）」（実務対応報告第７号）に基づき、連結納税制度の適用を前提とした会計

処理及び表示をしております。
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（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用） 
当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬
の訂正に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用してお
ります。 

（法人税率の変更等による影響） 
「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平

成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保
に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以
後に開始する連結会計年度から法人税率の引き下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりま
した。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用される法定実効税率は、一時差異等に
係る解消時期に応じて以下のとおりとなります。 
     
    平成24年３月31日まで  41.8% 
    平成24年４月１日から平成27年３月31日  39.2% 
    平成27年４月１日以降  36.9% 
     
  この税率変更により、繰延税金負債の金額は10,934千円の減少、法人税等は10,133千円の減少、その
他有価証券評価差額金は800千円の増加となっております。また、再評価に係る繰延税金負債が77,276
千円減少し、土地再評価差額金が同額増加しております。 
  

(7)追加情報
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※1 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。 

 
  

※2 土地の再評価 
 一部の国内連結子会社は、土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布法律第34号)に基づ
き、事業用土地の再評価を行い、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負
債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計
上しております。 

①再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31日公布政令第119号)第２条第４号に定める
「該当事業用土地について地価税法(平成３年法律第69号)第16条に規定する地価税の課税価格の
計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した
価額に合理的な調整を行って算定する方法」により算出しております。 

②再評価を行った年月日 

平成12年３月31日 

 
  

※3 担保資産及び担保付債務 

財団抵当に供されている資産及び担保付債務は以下のとおりであります。 
財団抵当に供されている資産 

   
担保付債務 

 
(注)被保証債務は、第13回及び第14回無担保社債の発行に際し、未償還残高に対して銀行から保証を受けてい

る額であります。 

  

 4 偶発債務 

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行っております。 

 
  

(8)連結財務諸表に関する注記事項

(連結貸借対照表関係)

当連結会計年度
(平成24年3月31日)

投資有価証券（株式） 65,223千円

当連結会計年度
(平成24年3月31日)

再評価を行った土地の期末におけ
る時価と再評価後の帳簿価額との
差額

△405,353千円

当連結会計年度
(平成24年3月31日)

受取手形 250,257千円

建物及び構築物 887,735千円

機械装置及び運搬具 44,123千円

土地 4,353,754千円

投資有価証券 207,078千円

計 5,742,949千円

当連結会計年度
(平成24年3月31日)

資金借入金 4,773,871千円

（うち、短期借入金） 1,905,257千円

（うち、長期借入金） 2,129,130千円

（うち、１年内返済予定の長期借
入金）

739,484千円

被保証債務(注) 130,000千円

計 4,903,871千円

当連結会計年度
(平成24年3月31日)

近畿ヒューム管工業協同組合 82,232千円

    計 82,232千円
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※5 受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高 

 
  

※6 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。 

なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が、期末残高に含

まれております。 
  

 
  

※7 連結子会社（株式会社ハネックス）においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行１行と

貸出コミットメントライン契約を締結しております。 

当連結会計年度末における貸出コミットメントに係る借入金未実行残高等は次のとおりでありま

す。 

 
  

※1 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額は、次のとおりであります。 

 
  

※2 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

 
  

※3 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。 

 
  

当連結会計年度
(平成24年3月31日)

受取手形割引高 2,169千円

受取手形裏書譲渡高 6,136千円

当連結会計年度
(平成24年3月31日)

受取手形 171,984千円

支払手形 240,212千円

設備関係支払手形 10,453千円

当連結会計年度
(平成24年3月31日)

貸出コミットメントの総額 800,000千円

借入実行残高 600,000千円

    差 引 額 200,000千円

(連結損益計算書関係)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日)

売上原価 79,504千円

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日)

役員報酬 202,434千円

給与手当 783,497千円

賞与引当金繰入 27,459千円

退職給付引当金繰入額 44,573千円

貸倒引当金繰入額 3,139千円

のれん償却額 20,616千円

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日)

一般管理費 74,155千円

当期製造費用 13,776千円

計 87,931千円
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※4 有形固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。 

 
  

※5 有形固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。 

 
  

※6 有形固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。 

 
  

※7 減損損失 

当期連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

 
 当連結会計年度において時価が著しく下落している資産グループ及び収益性が著しく低下した資
産グループについて、時価及び収益性の近い将来における回復が見込めなかったため、帳簿価額を
回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失863,908千円として特別損失に計上しておりま
す。 
 減損損失の主な内訳は、土地306,682千円、リース資産309,452千円及び機械装置及び運搬具
213,365千円等であります。 
 当社グループは、独立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位でグルーピングを行ってお
り、事業部門別を基本とし、販売部門は営業所を単位に、製造部門においては工場を単位としてお
ります。ただし、遊休資産につきましては、個々の物件を一つの単位としております。 
 なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しており、鑑定評価及び固定資産税評価額等に合
理的な調整を加えて算定した額を正味売却価額としております。また、実質的に価値が無いものに
ついては正味売却価額を零としております。 

  

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日)

建物及び構築物 1,992千円

機械装置及び運搬具 22,725千円

土地 9,643千円

計 34,362千円

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日)

建物及び構築物 2,166千円

機械装置及び運搬具 12千円

土地 9,169千円

工具、器具及び備品 1千円

計 11,349千円

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日)

建物及び構築物 550千円

機械装置及び運搬具 718千円

工具、器具及び備品 8,752千円

計 10,021千円

用途 種類 場所 金額（千円）

コンクリート製品製造設備等 土地・その他
熊谷工場他、埼玉県熊谷市他
(株式会社ハネックス)

337,234

土地・その他
兵庫工場他、兵庫県加東市他
(株式会社ハネックス)

486,799

土地
妻木事業所、岐阜県土岐市
(株式会社ハネックス)

39,874

計 863,908
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当連結会計年度(自  平成23年４月１日 至  平成24年３月31日) 

 ※1 その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 

 
  

当連結会計年度(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日) 

1．発行済株式に関する事項 

 
 (変動事由の概要) 

普通株式の増加46,184,502株は、株式移転による当社設立による増加であります。 
  

2．自己株式に関する事項 

 
 (変動事由の概要) 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

株式移転に伴い連結子会社が保有する当社株式による増加 4,355,034株 

なお、当連結会計年度末においては、当該自己株式は連結子会社から当社へ現物配当により譲渡されてお

ります。 

取締役会決議による自己株式の取得による増加 786,000株 

単位未満株式の買取りによる増加 1,288株 
  

3．新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 
  

4．配当に関する事項 

①配当金支払額 
  該当事項はありません。 

  
②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 
  該当事項はありません。 

 ※1 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。 

(連結包括利益計算書関係)

その他有価証券評価差額金

 当期発生額 13,271千円

 組替調整額 △8,580千円

  税効果調整前 4,691千円

  税効果額 5,908千円

  その他有価証券評価差額金 10,600千円

繰延ヘッジ損益

 組替調整額 9,888千円

  税効果調整前 9,888千円

  繰延ヘッジ損益 9,888千円

土地再評価差額金

  税効果額 77,276千円

  土地再評価差額金 77,276千円

その他の包括利益合計 97,764千円

(連結株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) ― 46,184,502 ― 46,184,502

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) ― 5,142,322 ― 5,142,322

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

現金及び預金 2,605,211千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △55,500千円

現金及び現金同等物 2,549,711千円
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1.報告セグメントの概要 

(1)報告セグメントの決定方法 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能で
あり、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっ
ているものであります。 
 当社グループは、その製品・サービスの内容により、「コンクリート等製品事業」「セラミック事
業」「工事事業」「その他事業」の４つを報告セグメントとしております。 

(2)各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類 

「コンクリート等製品事業」は、マンホール、ヒューム管、ボックスカルバート等のコンクリート製
品及び各種落石防護柵等の防災製品の製造・販売並びにその関連商品の販売を行っております。 
 「セラミック事業」は、電子部品及び半導体装置関連部品・摺動部品等のニューセラミック製品の製
造・販売を行っております。 
 「工事事業」は、コンクリート製品及び防災製品の据付工事を行っております。 
 「その他事業」は、機器レンタル及び資材販売、RFID（非接触ICタグ）の販売及び不動産の賃貸を行
っております。 

2.報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 
報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項」における記載と概ね同一であります。 
 報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高は
市場実勢価格に基づいております。 

3.報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

当連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

 
(注) 1  調整額は、以下のとおりであります。 

(1)セグメント利益又は損失(△)の調整額△480,109千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であ

り、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

(2)セグメント資産の調整額3,662,404千円は、報告セグメントに帰属しない全社資産であり、その主なものは

余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

(3)減価償却費の調整額15,340千円は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門の減価償却費であります。 

2  セグメント利益又は損失(△)は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

(セグメント情報)

(単位：千円)

報告セグメント

合計
調整額 
(注)１

連結財務諸表 
計上額 
(注)２

コンクリート等
製品事業

セラミック 
事業

工事事業 その他事業

売上高

 外部顧客への売上高 10,205,938 953,042 287,080 325,653 11,771,714 ― 11,771,714

 セグメント間の内部 
 売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 10,205,938 953,042 287,080 325,653 11,771,714 ― 11,771,714

セグメント利益 
又は損失(△)

606,723 82,439 △73,520 25,055 640,698 △480,109 160,589

セグメント資産 11,846,032 929,529 372,867 711,798 13,860,228 3,662,404 17,522,633

その他項目

減価償却費 416,469 65,683 1,077 32,327 515,557 15,340 530,897

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額

186,391 34,537 2,522 8,639 232,090 606 232,697
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(注) 1．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

2．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

3．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

(１株当たり情報)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

１株当たり純資産額 159.09円

１株当たり当期純利益金額 4.59円

項目
当連結会計年度

(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

当期純利益(千円) 200,395

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式に係る当期純利益(千円) 200,395

普通株式の期中平均株式数(千株) 43,678

項目
当連結会計年度

(平成24年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 6,529,522

普通株式に係る期末の純資産額(千円) 6,529,522

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式
の数(千株)

41,042
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(重要な後発事象)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)

（重要な株式交換）

 当社は、平成24年１月11日開催の取締役会において、当社を株式交換完全親会社とし、羽田コンクリート工業株

式会社（以下、「羽田コンクリート工業」という）を株式交換完全子会社とする株式交換（以下、「本株式交換」

という）を行うことが決議され、平成24年４月１日付けで羽田コンクリート工業は、当社の完全子会社となりまし

た。

 １．当該株式交換の目的

 両社は、いずれもコンクリート二次製品業界に属しておりますが、当社が、関東・中部・関西圏において生

産及び営業拠点を有し、マンホールやボックス類などの下水道管路を主体とする事業展開を行っているほか、

セラミック事業や防災製品事業なども手掛けているのに対し、羽田コンクリート工業は、東日本を中心に生産

及び営業拠点を有し、下水道管路のほか宅造用・道路用・農業用・鉄道用などのコンクリート製品を幅広く手

掛けております。 

 コンクリート二次製品業界は、公共事業の抑制や下水道普及率の向上による総需要の減少傾向から依然とし

て厳しい経営環境下にありますが、一方で、近年、ゲリラ型集中豪雨対策・下水道管路の老朽化・耐震化対策

など新たな社会的要請が提起され、新製品の開発や新しい技術の提供が求められるなど当業界を巡る状況は大

きく変化しつつあります。 

 このような基本認識の下で、当社は、株式会社ハネックス（以下「ハネックス」という）と日本ゼニスパイ

プ株式会社（以下「日本ゼニスパイプ」という）が平成23年４月１日に経営統合して発足し、既に中部地区の

生産拠点を統合するなど、経営統合の実は挙がりつつありますが、当業界を巡る状況が加速度を増して大きく

変化している中では、より広範な企業提携・再編が必要と判断し、平成23年10月28日に羽田コンクリート工業

と「経営統合を視野に入れた包括的業務提携」を行ないました。 

 以来、両社において営業・生産・技術開発などあらゆる分野での連携について協議を行なってまいりました

が、一枚岩となった経営戦略の下で、両グループの経営資源や製品・技術開発力を融合し、グループシナジー

と収益の極大化を図ることが最良の選択と判断し、株式交換契約締結に至りました。

 ２．本株式交換の方法、株式交換に係る割当ての内容

(1)本株式交換の方法

 当社を完全親会社、羽田コンクリート工業を完全子会社とする株式交換になります。本株式交換は、羽

田コンクリート工業では平成24年２月９日開催の臨時株主総会において承認決議され、当社については、

会社法第796条第３項の規定に基づく簡易株式交換の手続きにより、株主総会の承認を得ずに行っておりま

す。

(2)本株式交換に係る割当ての内容

ゼニス羽田
（完全親会社）

羽田コンクリート工業 
（完全子会社）

本株式交換に係る割当ての内容 
(株式交換比率)

1 0.92

（注1）株式の割当

羽田コンクリート工業の株式１株に対して、当社の株式0.92株を割当交付いたします。 

当社は、羽田コンクリート工業の株式 700,000株（11.5％）を保有しておりますが、本株式交換によ

る株式の割当ては行いません。

（注2）株式交換により交付する株式数

割当交付する株式は、当社の保有する自己株式（普通株式）4,248,928株を充当し、新株式は発行い

たしません。 

上記の本株式交換により交付する株式数は、平成24年３月31日時点における羽田コンクリート工業の

普通株式の発行済株式数 5,318,400株となります。
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当連結会計年度
(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)

（注3）単元未満株式の取扱い

本株式交換にともない、当社の単元未満株式（100株未満の株式）を所有することとなる羽田コンク

リート工業の株主の皆様におかれましては、取引所市場において単元未満株式を売却することは出来

ません。当社の単元未満株式を所有することとなる株主の皆様におかれましては、当社に対して以下

の制度をご利用いただくことができます。

・単元未満株式の買取請求制度（100株未満の株式の売却） 

会社法第192条第１項の規定に基づき、単元未満株主が当社に対してその保有する単元未満株式を買

取ることを請求することができる制度です。

・単元未満株式の売渡請求制度（100株への買増し） 

会社法第194条第１項及び定款の定めに基づき、当社の単元未満株式を保有する株主の皆様が、その

保有する単元未満株式の数と併せて1単元（100株）となる数の株式を当社から買い増すことを請求す

ることができる制度です。

（注4）１株に満たない端数の取扱い

本株式交換にともない、１株に満たない端数が生じた場合には、会社法第234条の規定に従い、１株

に満たない端数部分に応じた金額をお支払いいたします。

 ３．本株式交換に係る割当ての内容（株式交換比率）の算定根拠

(1)算定の基礎

 当社は、本株式交換に用いられる株式交換比率の算定にあたって公平性・妥当性を期すため株式会社キ

ャピタル・ストラテジー・コンサルティング（以下「ＣＳＣ」という）を第三者算定機関として選定し、

株式交換比率の算定を依頼しました。 

 ＣＳＣは、当社については、平成23年12月22日を基準日とし、基準日終値及び基準日より過去1ヶ月、3

ヶ月、6ヶ月間の終値の単純平均による市場株価法で、羽田コンクリート工業についてはディスカウンテッ

ド・キャッシュ・フロー法（以下「ＤＣＦ法」という）・類似会社比準法・取引事例法による分析を行

い、株式交換比率を算定しております。ＣＳＣによる算定結果の概要は以下のとおりであります。なお、

当社は、ＣＳＣからフェアネス・オピニオンを取得しておりません。

 

評価方法
株式交換比率

ゼニス羽田 羽田コンクリート工業

市場株価法
ＤＣＦ法

類似会社比準法 
取引事例法

１： 0.45～1.46

(2)算定の経緯

 当社と羽田コンクリート工業は、第三者による算定結果を参考に慎重に検討し、両社の財務状況、業績

動向等その他の要因を含め協議・検討の結果、上記２の株式交換比率が妥当であり、両社株主の利益に資

するものであると判断し、株式交換契約の締結に至りました。

(3)算定機関との関係

当社の第三者算定機関であるＣＳＣは、当社及び羽田コンクリート工業から独立しており関連当事者には

該当せず、本株式交換に関して記載すべき重要な利害関係を有しておりません。

 ４．本株式交換の後の株式交換完全親会社となる会社の商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の額、純資

産の額、総資産の額及び事業の内容

 

商号 ゼニス羽田株式会社 （英訳名：HANEDA ZENITH Co.,Ltd.）

本店の所在地 東京都新宿区西新宿一丁目22番２号

代表者の氏名 代表取締役会長 中 野 輝 雄

代表取締役社長 塩 見 昌 紀

資本金の額 2,000百万円

純資産の額 未定

総資産の額 未定

事業の内容
コンクリート二次製品製造等を行う子会社等の経営管理及びそれに付帯又は関連
する事業
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５．個別財務諸表
(1)貸借対照表

(単位：千円)

当事業年度
(平成24年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 27,159

前払費用 1,977

未収入金 50,167

その他 21,277

流動資産合計 100,581

固定資産

投資その他の資産

投資有価証券 47,500

関係会社株式 4,727,707

投資その他の資産合計 4,775,207

固定資産合計 4,775,207

資産合計 4,875,789

負債の部

流動負債

短期借入金 154,092

未払金 45,158

未払法人税等 2,334

未払消費税等 5,908

未払費用 1,470

預り金 3,903

流動負債合計 212,866

負債合計 212,866

純資産の部

株主資本

資本金 2,000,000

資本剰余金

資本準備金 500,000

その他資本剰余金 2,525,104

資本剰余金合計 3,025,104

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △9,364

利益剰余金合計 △9,364

自己株式 △352,818

株主資本合計 4,662,922

純資産合計 4,662,922

負債純資産合計 4,875,789
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(2)損益計算書
(単位：千円)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

営業収益

経営指導料 180,000

営業収益合計 180,000

営業費用

販売費及び一般管理費 169,355

営業費用合計 169,355

営業利益 10,644

営業外収益

雑収入 5

営業外収益合計 5

営業外費用

支払利息 932

創立費償却 15,390

上場関連費用 2,264

雑損失 983

営業外費用合計 19,570

経常損失（△） △8,921

税引前当期純損失（△） △8,921

法人税、住民税及び事業税 443

法人税等合計 443

当期純損失（△） △9,364
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(3)株主資本等変動計算書
(単位：千円)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 －

当期変動額

株式移転による増加 2,000,000

当期変動額合計 2,000,000

当期末残高 2,000,000

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 －

当期変動額

株式移転による増加 500,000

当期変動額合計 500,000

当期末残高 500,000

その他資本剰余金

当期首残高 －

当期変動額

株式移転による増加 2,525,104

当期変動額合計 2,525,104

当期末残高 2,525,104

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 －

当期変動額

当期純損失（△） △9,364

当期変動額合計 △9,364

当期末残高 △9,364

自己株式

当期首残高 －

当期変動額

自己株式の取得 △352,818

当期変動額合計 △352,818

当期末残高 △352,818

株主資本合計

当期首残高 －

当期変動額

株式移転による増加 5,025,104

当期純損失（△） △9,364

自己株式の取得 △352,818

当期変動額合計 4,662,922

当期末残高 4,662,922

純資産合計

当期首残高 －

当期変動額

株式移転による増加 5,025,104

当期純損失（△） △9,364

自己株式の取得 △352,818

当期変動額合計 4,662,922

当期末残高 4,662,922
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①代表者の異動（平成24年６月28日付予定） 

  

 代表取締役副社長 仙波 昌 （現 羽田コンクリート工業株式会社 代表取締役社長） 

  

②その他の役員の異動（平成24年６月28日付予定） 

  

 1.新任監査役候補 

  監査役（常勤）  大塚 栄 （現 株式会社ウイセラ 経営統括部長） 

  

 2.退任予定監査役 

  監査役（常勤）  仙波 一朗 

  

６．その他

(1)役員の異動

ゼニス羽田㈱(5289)平成24年3月期　決算短信

28


